「平和への結集」をめざす市民の風第4回総会（2008年9月14日）　
決定事項　（１）活動報告、（２）会計報告、（３）活動方針、（４）役員一覧
（１）活動報告　
第３回総会から現在までに行なった「風」の活動をご報告します。

まず、総会と同日の２００７年１０月７日にシンポジウム「対テロ戦争開始から６年―アメリカ追従政策を問う」を開催しました。

２００８年１月には、野党連合による政権交代の実現を全面に訴えた「２００８平和への結集アピール」を公表しました。９月１１日現在、２２９人の賛同者を得ています。本アピールは「２００６平和への結集の訴え」に取って代わるものではなく、昨年の｢大連立｣騒動でも明らかになった民主党の危険な方向性を牽制する意味合いも兼ね、全野党共闘という側面を鮮明に打ち出すことを狙っています。
私たちの平和共同候補運動はそもそも小選挙区制という選挙制度ゆえに必要な運動ですので、（独立した）小選挙区制の廃止も重要な課題として掲げております。いま参院では、２０１０年参院選（改憲国民投票が可能な年）に間に合うように、参議院改革協議会の枠組みの中で、定数改革を中心とした選挙制度改革を行うことになっています。そこで、今年の１月に、江田五月参院議長を議長公邸に訪ね、民主的な選挙制度改革について申し入れを行ってきました。議長からは、市民の意見は歓迎するとのお言葉をいただきましたが、実務を担う改革協議会との協議はまだ実現していません。

江田議長への申し入れに引き続き、小選挙区制を見直す集会（下記「活憲政治セミナー」の一環）への参加を要請するFAXを野党国会議員に、４月と５月の２回にわたり送付しました。民主党の議員秘書１名から個人の立場で返信が来たほかは、反応がありませんでした。

８月には、衆院の定数削減を民主党マニフェストに盛り込むとした鳩山由紀夫幹事長と、供託金没収点の引き下げ議論を開始するとした自由民主党選挙制度調査会会長・村田吉隆衆院議員に、同様の要請文を郵送しました。このように的を絞る形で、他党の個別議員にも送付する予定です。

3月、米軍基地縮小についての野党間協議に関する面会申し入れを民主党の鳩山幹事長にFAXで行い、その後電話で検討状況の確認をしてきましたが、結果の回答はいただいておりません。８月に改めて、鳩山由紀夫幹事長あてに文書を郵送しました。この件で市民と野党を交えた協議を粘り強く要望し、平和選挙共同の起爆剤の1つにしていきたいと考えています。

５月には、先の衆院山口２区補選で自民党と一騎打ちして当選した民主党の平岡秀夫議員に対して、野党共闘などについてのお話を伺う企画についての要請を始め、了承を得ることができました。ところが、国会閉会中につき、まだ実現しておりません。国会開始後に開催する方向で本企画を継続します。

「活憲政治セミナー」を５月から開始しました。「地球温暖化問題から取り残される日本の政治」を第一回のテーマとして取り組みました。以後、ワーキングプア・格差問題や東アジア問題、小選挙区制の廃止をテーマに予定しています。

格差問題の回については、各党議員を招いた形式を一時模索した過程で、共産党の高橋千鶴子議員事務所から、参加に好意的なご回答をいただいたことを、ご報告しておきます。ただし議員招聘は、日程の都合がつかず、実現しませんでした。

会員・賛同者の個人レベルでは、インターネットの共同ブログを活用し、引き続き活発な言論アクションを展開中です。新選挙制度の提案などを行っています。
活動一覧　2007年10月～2008年8月

　　　　　　  ※太字は、本会主催の集会・直接交渉、本会名で発表され「平和への結集ブログ」にあるアピール・声明文です。

　　　　　　  ※たくさんの団体賛同を行っていますが、本資料では、賛同金を支払って団体賛同したもののみ掲載しております。

（2007年）

10月  7日 　  第３回　総会

同日　　シンポジウム「対テロ戦争開始から６年―アメリカ追従政策を問う」

11月　4日　　第２３回　運営委員会

12月　9日　　第２４回　運営委員会

12月11日   憲法９条を高く掲げた『国際協力』の道を探究しよう」を発表

12月28日  「葛飾ビラ弾圧事件に対する抗議声明」を発表

（2008年）　

1月13日　 第２５回　運営委員会

1月13日　 全野党・議員にむけての２００８「平和への結集」アピール　発表

1月25日　 江田五月参議院議長に面会し、選挙制度改正に関して申し入れ

1月25日　“総選挙・政界再編と野党連合を考える市民の集い（仮）”の成功をめざす懇談会

2月10日　 第２６回　運営委員会

2月17日　“総選挙・政界再編と野党連合を考える市民の集い（仮）”の成功をめざす第１回実行委員会

2月23日　「沖縄米軍基地海兵隊兵士による少女への性暴力事件に対する抗議声明」を発表

3日  9日　第２７回　運営委員会

3月20日　“野党連合を考える市民の集い（仮称）”第２回実行委員会

4月　6日　第２８回　運営委員会

4月　　　　野党国会議員に対し、小選挙区制を見直す集会への参加要請FAX送付（第１回）

4月20日　 小選挙区制廃止をめざす集会に団体賛同

5月4日～6日　 ９条世界会議に団体賛同

5月　　　  活憲政治セミナー実行委員会
5月10日 　第２９回　運営委員会

5月　　　　野党国会議員に対し、小選挙区制を見直す集会への参加要請FAX送付（第２回）

5月　　　　平岡秀夫議員（民主党・衆議院議員）に対して、野党共闘についての話を聞く会合を企画

5月31日 　活憲政治セミナー　第１回　地球温暖化問題から取り残される日本の政治

6月14日　 第３０回　運営委員会

7月26日 　第３１回　運営委員会

反貧困ネットワーク主催「反貧困“世直しイッキ”大集会～垣根を越えてつながろう～」（10月19日）団体賛同

「那覇市長選挙支援東京連絡会」（集会は9月13日）に団体として参加決定
7月28日 「那覇市長選へ向けた『４党合意』を歓迎します」声明文を発表し、各野党に送付

8月16日　 第３２回　運営委員会

　　　　　　「雨宮処凛さん講演会ＩＮ広島」（8月31日）に団体賛同
8月20日　　　 鳩山由紀夫氏（民主党幹事長）、村田吉隆氏（自由民主党選挙制度調査会会長）に宛て、

小選挙区制を見直す集会へ参加要請文郵送

8月20日　　　 米軍基地縮小に関する民主党への申し入れ文書郵送

（２）会計報告　
２００７年度　決算報告　（２００７年４月～２００８年３月３１日）
●繰越金（２００６年度末）　￥５５５，９８３－

●収入

　　賛同会費（振込）　　￥５１，０００－

　　賛同会費（現金）　　￥４５，０００－

　　寄付・カンパ　　　　　￥１６，０００－

　　１０・７シンポ参加費￥６０，０００－　　　　　　　　　合計￥１７２，０００－

●支出

　　会議・シンポ会場費￥７８，９８０－

　　印刷費　　　　　　　￥３６，５００－

　　発送費　　　　　　　￥１６，６２０－

　　通信費　　　　　　　￥１１１，９０４－

　　文具消耗品購入費￥７，７２５－

　　謝礼等　　　　　　　￥６５，４２０－

　　その他（スカイプ機材）￥１０、２４０－　　　　　　　　合計￥３２７，３８９－

●収支合計￥４００，５９４－

※郵便振替口座残高（３月３１日現在）￥３９１，９３２－　　現金￥８，６６２－ 以上です。

２００８年度　会計報告　（２００８年４月１日～９月１３日現在）
●繰越金（２００７年度末）　￥４００，５９４－

●収入

　　賛同会費（振込）￥６６，０００－

　　賛同会費（現金）￥６，０００－

　　寄付・カンパ￥３，０００－

　　５・１３シンポ参加費￥１１，１００－　　　　　　　　合計￥８６，１００－

●支出　通常活動支出（９月１３日まで）　　　　　　　　　　　￥１７７，８２８－

　　内訳　会議・シンポ会場費￥１１，０００－

　　　　　　発送費￥４２，５４０－

　　　　　　通信費￥５２，６５０－

　　　　　　文具消耗品購入費￥１５，０３８－

　　　　　　謝礼￥３０，０００－

　　　　　　賛同費￥２６，６００－

●収支合計￥３０８，８６６－　　

※郵便振替口座残高（９月１３日現在）￥２６０，９３２－　　　現金￥４７，９３４－

ちなみに、９月１４日以降の入金分は、

　　賛同会費（現金／９人）￥２７，０００－

　　賛同会費（振込／４人）￥１２，０００－

　　寄付・カンパ（振込／１人）￥２，０００－

支出はございませんので、１０月３日現在、

●収支合計￥３４９，８６６－

※郵便振替口座残高（１０月３日現在）￥２７４，９３２－

　　現金￥７４，９３４－
（３）活動方針　
はじめに
　市民の風は2006年3月に最初の結集への「訴え」を発し、同年5月に組織として発足した。組織形態は地方支部を持たないネットワークスタイルをとった。3人の共同代表が対外向けの顔であり、運営委員会が方針決定機関、実務を事務局が担うという形である。

　各選挙区での取り組みは各地賛同者が実践を担うこととし、｢市民の風｣からは考え方の提示、提案にとどめるという方針が決められた。｢市民の風｣が各地の具体的選挙を担い、候補者を立てることになれば、それは政党と変わらないからである。｢市民の風｣は政党をめざすのではなく、政党と政党、政党と市民をつなぐものというのが基本的な考え方であった。

　2007年の参議院選挙に向けて、2006年７月には護憲共同候補擁立懇談会や「市民の風」のメンバーらが中心となって、平和共同候補の擁立をめざす大規模な集会を開催した。

しかし実際の選挙では、まさに平和勢力の分裂選挙となった。「市民の風」は平和共同候補運動をいまだ成功させることができず、分裂選挙を回避できなかった。さまざまな政党や市民候補者が乱立した各地選挙区では、共同代表が平和共同候補ではない候補者を応援したいという事例が生じた。こうした事例に対しては、将来の平和共同候補擁立運動に支障を来たすという評価と、共同代表が個人として特定候補の応援をすることは当然であるいう評価に分かれた。「市民の風」の力量不足で平和共同候補運動が成功を見ていない段階ゆえの事態である。

こうした評価の食い違いは、本運動を成功させることで解消するしかないが、衆議院選挙への取り組みにむけて、共同代表が空白の状態で運営を続けることは、好ましいことではない。
一方、民主党は参議院選挙で勝利したものの、「改革クラブ」騒動に見られるように内紛が続き、衆議院選挙での行方は予断を許さない。参議院選挙後、ワーキングプアの拡大などを背景に青年層を中心として日本共産党などの政党に一部勢力回復の兆しも見られる。しかし、大阪での「橋下人気」に見られるように、新自由主義的傾向を有する候補がその知名度や「庶民派」アピールにより人気を集める傾向も見られ、格差と貧困が拡大する現状にも関わらず護憲勢力の支持拡大は勢いを欠いている。野党勢力は決め手を欠いたまま、混迷が続いている。
1． 総選挙にむけた取り組み

福田内閣の辞任により、衆議院の解散総選挙は年内に行われることがほぼ確定的となった。各政党とも候補者はすでに出そろっていて、各選挙区で平和共同候補を決定することは困難な状況である。しかし、ただ1人の全野党平和共同候補でなければ、広範な平和勢力・野党支持者の合意を得る候補者にはなり得ないし、実際に勝てる候補者にもなり得ない。その実現にむけて粘り強く取り組む団体と運動が今後も必要である。

「市民の風」は、自民党支配の打破と、憲法改定反対・小選挙区比例代表並立制廃止・自衛隊海外派兵恒久法反対・消費税増税反対・ワーキングプアを生み出す格差社会の是正等を主張する候補の当選をめざし、広範な勢力の共同を呼び掛けていきたい。

小選挙区および比例代表ブロック方針

解散総選挙は目前で平和共同候補の擁立は困難だが、可能な選挙区では、平和共同候補の擁立もしくは選定を呼びかけたい。

実際の投票はどうするべきか。現在の野党は、少なくとも法案ごとの野党共闘の枠組みを維持している。民主党が単独で労働者派遣法改正案を提出しようとした際には、社民党の要請で見送られた。国民新党に至っては、郵政民営化の見直しを条件に民主党候補の応援を約束している。このように、野党共闘（連合）の枠組みがあり、野党が国会の多数を占め、さらに民主党だけで過半数に達しない「小数野党キャスティングボード議会」であれば、少数野党、特にいわゆる護憲政党が主張する上記政策の実現は飛躍的に高まる。

今度の総選挙で、野党の勢力バランスが劇的に変化することはまず考えられない。小選挙区で、上記の政策をすべて公約に掲げ、なおかつ当選可能性のある小数野党の候補者は限られる。比例代表制ブロックであれば、小数野党に投票しても死票をほとんど気にする必要はないが、小選挙区では、小数野党の候補に投じた票は、一部有力候補の場合を除き、死票になる可能性が高い。

比例代表制ブロックについて補足しておくと、候補者を直接選ぶことはできず、政党名で投票する。死票をあまり気にする必要がなく、政党の政策で判断して投票することができる。

政策だけで判断し、候補者の当選可能性、したがって最終的に政策の実現可能性を考慮しないなら、特別な投票指針は必要ない。もしも上記政策の実現を優先するなら、現在の野党勢力バランスでは、「小数野党キャスティングボード議会」を実現するしかないと思われる。

野党支持の有権者が協力して、比例区では小数野党、特にいわゆる護憲政党に投票する代わりに、小選挙区では当選可能性の高い野党候補に投票する手法（選挙区すみ分け投票）を使えば、上記政策を掲げる野党候補者の当選者数を最大化させた上で、「小数野党キャスティングボード議会」が可能となるだろう。このように、現在の小選挙区比例代表並立制では、必ずしも小選挙区で本来支持したい政党に属さない候補者に投票することで、支持政党の議席を伸ばす投票パターンが可能で、現与党連合の支持者が実際に採用している。

投票に当たっては、死票になっても意志表示になるから死票でも意義があるという考え方もあれば、選挙ではあくまで議席を獲得できなければ意味がないから死票を避けるべきだとする考え方に分かれる。事実上、死票をめぐる有権者の考え方の溝は埋まりそうにない。

大量の死票を生み出す現在の小選挙区比例代表並立制では、たとえ政策で一致している有権者どうしでも、投票に関する考え方が違うのである。小選挙区比例代表並立制を廃止するために、同法に反対する候補のみに投票することが唯一の方法であるというわけではない。小選挙区では政策だけで判断して死票を投じてよいのかどうか、選挙で実際に何をしたいのか、あるいは何を実現すべきなのかについて、以上を参考に有権者各自が判断していただきたい。

具体的取り組み

「市民の風」として以下のようなことについて、出来るものから実施していくこととする。

1)各政党へ「政党間の選挙協力」を積極的に実施する文書申入れをする。

2)各市民団体間で下記の取組について話し合う。

　統一候補について

　集会の開催について

3)賛同者から候補者情報が寄せられた場合、できる限りウェブで公開する。

4)小選挙区については、「市民の風」の目的に即したお勧め候補を調査し、公表する。
なお、「市民の風」には、地方組織が存在しないので、地方組織から「市民の風」に対して「推薦依頼」は無いものと判断するが、どうしても「市民の風」の推薦を得たいということで「推薦依頼」があった場合は、地方組織の実情を尊重し、運営委員会で検討する。
2． 野党連合の呼びかけ

　｢平和への結集｣が求める一人の「平和共同候補」を創り出すには、既存の各政党との協議、また各政党間の協議による合意が不可欠である。民主党にとっても、共産党・社民党との連携は大きなメリットになるはずである。

　「平和への結集」は今年はじめ、このような結集の形を想定して“野党連合の結成を求める2008「平和への結集」アピール”を発した。この連合には民主党も含んでおり、その背景には、憲法９条を守るには、共産・社民を中心とする９条派がキャスティングボードを握る国会と政権を実現できなければ、憲法９条を守ることはできないという考え方がある。この2008アピールの真の意味は、まだほとんど理解されていないように思える。

　このアピールをさらに広げ、実際に憲法９条を守る｢野党連合｣を形成して、自衛隊海外派兵恒久法の阻止などを実現して行けるかが、将来的に、平和への結集を求める勢力が「真の成果」を上げられるのか否かを決めるとも言えるだろう。その実現のために、できるだけ多くの地方で、広範な勢力と共同して“総選挙を考える集い（仮）“を開催し、総選挙後の新たなステージに備えることも有意義である。

3． 活憲政治セミナー

　｢平和への結集｣は、この５月から活憲政治セミナーをスタートさせた。まだ第1回を終えたところであるが、今後も「東アジアの平和」「格差社会とワーキングプア」「選挙制度と野党連合」などのテーマで講座を企画する。またさらに、希望があれば全国各地で出前講座としての活憲政治セミナーを展開したい。

4． 会員．サポーターの拡大

　活憲政治セミナーを全国各地で行い、その費用をまかなえるだけの活動資金が必要である。現在会費未納の会員は、これまでの会費を納入するだけでなく、ぜひ一人の新会員を確保してほしい。また、各地会員、賛同者はそれぞれの地域で、選挙方針に示したような取り組みに果敢にチャレンジしていただきたい。時代はそのことを求めているはずである。そこで、会員の拡大とネットワークの広がりをつくりたい。

　

また、平和共同候補をめざす運動を少しでも外に広げていく必要がある。９条ネット、労働運動研究所、社会市民連合、市民連帯、全野党と市民の共闘会議、反貧困ネットワーク、青年ユニオン等との共同を少しでも前に進めておくことが重要である。その上で、総選挙を共に闘うように呼びかけ、連絡会（仮）を結成するなどの形で市民団体間の共闘を進めていきたい。
５．衆議院選挙後の態勢
来年5月には「平和への結集」の旗揚げから3周年をむかえる。昨年の活動方針では、少なくとも衆議院選挙まで活動を持続するという方針を掲げた。そこで、衆議院選挙後には、政治状況の変化を考慮しつつ、今後の大方針を根本から議論する必要がある。

これまでのような活動を継続する場合は、衆院選挙後にはできる限り速やかに、新代表を決めたい。共同代表制にするか一人にするか、またどのような方法で決めるかは運営委員会一任としていただきたい。

運営委員については、現在の首都圏中心の形から、全国各地の委員による広域運営をめざしたい。そのために新たに地方賛同者の中から運営委員を募りたい。会議スタイルは、できる限りインターネットを活用した形とし、移動時間や交通費、資料作成の無駄を省きたい。

ホームページ、ブログ等の活用をさらに促し、賛同者や会員からの発信を増やしたい。なお、新代表の決定にあたっては、規約に基づき総会決議が必要であるため、臨時総会を開催することとする。また、これまでの活動を根本的に変化させる場合にも臨時総会を開催することにする。
以上

（４）役員一覧　
事務局長、監事、運営委員および執行委員：

竹村英明（事務局長）、きくちゆみ（執行委員）、小林正弥（執行委員）、朝日健太郎、大島正裕、
太田光征、池邊幸惠、石井孝夫、河内謙策（監事）、斎田直実、末次圭介、瑞慶山　茂、攝津　正、
豊田義信、中山武敏、永野　勇、野村修身、東本高志、平野慶次、吉岡滋子、吉田美佐子、吉村誠司、
匿名１名
